
2025 年度冬期 

グラデュエーションペーパー 

予稿 

題  目 

体験共創を中核とする共創プラット 

フォームの価値獲得メカニズム 

- 国内食品企業 3 社の比較事例研究 - 

技術経営論文 ビジネス企画提案 

 

学
籍
番
号 

 

8824212 
氏 

 

名 

 

加藤 吉彦 

 

教  員 

主 

査 

 

北林 孝顕 教授 

 
担
当 

審
査
委
員 

 

日戸 浩之   教授 

 
東京理科大学大学院 経営学研究科 技術経営専攻 

 



2025 年度 グラデュエーションペーパー予稿 

2 
 

体験共創を中核とする共創プラットフォームの価値獲得メカニズム -国内食品企業 3 社の比較事例研究- 

目次 

第 1 章 序論 ................................................................ 2 

1.1 研究背景と問題意識 .................................................... 2 

1.2 研究目的と研究課題 .................................................... 3 

1.3 共創の分類 ............................................................ 4 

1.4 本論文構成（概要） .................................................... 5 

第 2 章 先行研究レビュー .................................................... 7 

2.1 ユーザーイノベーション研究と共創プラットフォームの位置づけ ............. 7 

2.2 価値共創と体験共創研究 ................................................ 9 

2.3 共創プラットフォームの制度設計 ........................................ 14 

2.4 先行研究の限界 ....................................................... 16 

第 3 章 調査デザイン ....................................................... 19 

3.1 比較事例研究としての設計思想 .......................................... 19 

3.2 対象と比較構成 ....................................................... 20 

3.3 データ収集の方法 ..................................................... 22 

3.4 GTA およびナラティブ分析の採用理由 ................................... 24 

3.5 倫理的配慮 ........................................................... 26 

第 4 章 国内食品企業 3社の事例 ............................................. 27 

4.1 3 社のインタビュー結果と共創コミュニティ比較の概要 ..................... 27 

4.2 A 社：大規模ファン基盤×購買データ連動のハイブリッド共創 ............................ 27 

4.3 B 社：ブランド横断情報発信メディア×多層共創空間による関係性構築 ....... 36 

4.4 C 社：中小規模コミュニティ×栽培体験共創と物語データによる価値獲得 ..... 44 

第 5 章 考察 ............................................................... 53 

 5.1 大規模と中小規模共創コミュニティの比較（A/B vs C） .................... 53 

5.2 大規模共創コミュニティ間の比較（A vs B） ....................................................... 55 

5.3 メカニズムの導出：体験共創から価値獲得へ至る変換プロセス ........................... 56 

5.4 本章の小括 ............................................................................................................ 61 

第 6 章 結論と今後の展望 ............................................................................................. 63 

6.1 研究課題（RQ）への回答 .................................................................................... 63 

6.2 変換プロセスの 2 つの成熟モデル ........................................................................ 64 

6.3 学術的貢献 ........................................................................................................... 67 

6.4 実務的貢献 ........................................................... 68 

6.5 本研究の限界と今後の研究課題 ........................................................................... 69 

参考文献 .................................................................. 71 

添付資料 1 共創コミュニティに関するインタビューガイドライン ............................. 76  

添付資料 2 追加アンケート（補助分析用） ................................................................ 78  



2025 年度 グラデュエーションペーパー予稿 

3 
 

1. 研究背景と問題意識 

需要成熟化と価値観の多様化、情報流通の加速、デジタル化による競争環境の可視化によ

り、B2C 市場ではマス広告や一方向的販促だけで、継続購買やブランドロイヤリティを高

めることが難しくなっている。食品領域は購買頻度が高く模倣も起こりやすい一方、日々の

暮らしに溶け込むがゆえに、用途理解や体験価値の設計、顧客との関係性の蓄積が中⾧期の

競争優位に直結しやすい。そのため企業は、顧客を単なる消費者ではなく価値創造の主体と

して捉え直し、オンラインコミュニティやファンサイト等の「デジタル共創プラットフォー

ム」を構築・運用し始めている。これは、DX の機会と脅威に対する対応の遅れが、競争上

の不利に陥るリスクもあるためである。 

しかし実務では、共創が良い話や一過性のイベントに留まり、参加者の変化や関係性の深

化、学習の蓄積が設計されず、共創で得られた暗黙知や顧客理解が、開発や販促、CRM、

D2C 等の意思決定に実装されないなどの課題が繰り返し生じる。共創の成果が財務指標で

語れない場合、共創は担当者の裁量に依存し、組織横断の協力やデータ利活用の投資理解が

得られず、再現性を欠く悪循環に陥りやすい。よって本研究はこの問題を、信頼や愛着、推

奨行動、顧客理解、組織学習、インナーブランディング効果等の「非財務価値」が、購買や

継続、LTV 等の「財務価値」へつながる変換と実装のメカニズムとして捉え直し、どこで、

何がボトルネックになるのかを、比較事例から具体化する。 

 

2. 研究目的・研究課題と共創の捉え方 

本研究の中心的な問い（RQ）は、(1)デジタル共創プラットフォーム上の企業と顧客の共 

創は、どのようなプロセスを通じて、非財務価値および財務価値につながるのか（RQ1）、

(2)そのつながりを成立させ、共創を持続可能な経営戦略として機能させるための、共創プ

ラットフォームマネジメントの仕組み化の要点は何か（RQ2）である。 

ここでの価値獲得とは、短期売上のみを成果とみなす狭義概念ではなく、非財務価値の向

上と財務価値への変換や実装を含む一連のプロセスとして定義する。そのため本研究は、共

創の価値を情緒か売上かの二項対立で捉えるのではなく、情緒的・関係的価値がデータや会

議体、KPI、実装プロセス等どのような経営システムを介し財務的価値につながるかを問う。 

共創は、企業が顧客の利用や購買と閲覧等のデータや行動を参照し、製品の改善やコミュ

ニケーション最適化に活用する「a.利用型」、企業が用意した枠組みに顧客が参加し、投稿

や投票、アンケート等を通じて意見や評価を提供する「b.参加型」、顧客が企業と共に課題

設定や試作作成、検証、改善等に関与し、価値提案そのものの形成に影響を与える「c.創造

型」に整理される。本研究は創造型共創を主対象とし、さらに創造型を「プロダクト共創（モ

ノ共創）」と「体験共創（コト共創）」に区分する。体験共創を中核に据えるのは、①継続参

加と関係性深化を推進しやすいこと、②そこで生じる顧客理解や暗黙知、物語が、開発や

CRM 等へ変換されやすいこと、③非財務から財務への価値獲得のつながりの起点になり得

るという理由による。 

体験共創が成立すると、顧客は「企業と同じ側に立つ」、「一緒にやっている」と感じるよ
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うになり、推奨や継続、協力といった行動変容が起こりやすくなる点にも着目する。先行研

究の限界として、設計要素や行動と成果の対応、非財務から財務への測定枠組み、実装を媒

介するバウンダリースパナーの効果とコストの統合、日本企業への適用可能性の検討が相

対的に不足している点を指摘し、感受概念を用いて質的データから理論生成を行う。 

 

3. 調査デザイン 

本研究は国内食品領域を対象に、理論的サンプリングに基づき 3 社を選定し、比較事例

研究を行った。一次データは各社の共創コミュニティおよびプラットフォーム運営の現場

責任者への各 1～1.5 時間の半構造化インタビューであり、二次データとして統合報告書や

公式サイト、コミュニティ記述等の公開資料を用いて突合した。 

分析はストラウス系 GTA に準拠し、オープン・コーディングで初期コードを抽出したう

えで、条件—行為／相互行為—帰結のパラダイムに沿ってアクシャル・コーディングでカテ

ゴリーの関連付けを行い、選択的コーディングで中核カテゴリーを特定し、カテゴリー関連

図とストーリーラインを記述した。  

クロスケース比較は A とＢの大規模と中小規模 C の比較、ＡとＢの大規模同士の比較の

二段階で行い、分析単位を個人ではなく、オンライン×オフラインを含む共創プラットフォ

ームとそのマネジメントとした。 

また、A 社関係者約 10 名の個別アンケートを対象に、補助分析でナラティブ分析を行い、

非財務から財務への価値獲得への変換と、バウンダリースパナーの橋渡し効果とコストの

両義性を時系列で再構築した。 

 

表 3. 国内食品共創コミュニティ 3 社のデータ一覧表 

 
（著者が作成） 

区分 ケース データソース 収集対象（情報提供者 / 資料） 実施時期・方式（データ化） 規模（資料点数・

時間等）

主要な分析用途

一次資料 A社 半構造化インタビュー Lプログラム現場責任者

（キーインフォーマント）

（実施日：2025年10月22日）/

（方式：対面・オンライン）/可能

な範囲で録音・逐語化

1名×1回 GTAのコーディング（ケース内分

析）、カテゴリー関連図／ストーリー

ライン作成

一次資料 B社 半構造化インタビュー コミュニティBの現場責任者

（キーインフォーマント）

（実施日：2025年10月20日）/

（方式：対面・オンライン）/可能

な範囲で録音・逐語化

1名×1回 GTAのコーディング（ケース内分

析）、カテゴリー関連図／ストーリー

ライン作成

一次資料 C社 半構造化インタビュー コミュニティCの現場責任者

（キーインフォーマント）

（実施日：2025年10月24日）/

（方式：対面・オンライン）/可能

な範囲で録音・逐語化

1名×1回 GTAのコーディング（ケース内分

析）、カテゴリー関連図／ストーリー

ライン作成

一次資料

（補助）

A社 個別アンケート

（ナラティブ分析用）

経営層・事業責任者1名／コミュ

ニティ運営担当者4名／ブラン

ド・マーケティング担当者3名

（実施日：2025年11月12日～28

日）個別アンケート（約10名規

模）。回答を局面に沿ってエピ

ソード化。

約10名規模 ナラティブ分析（時間的推移補強）。

GTAの関係図・ストーリーラインの

妥当性検討（時間順序／因果推定）

二次資料 A/B/C 運営画面・運用資料

（公開可能部分）

共創プラットフォームの運営画

面、運用ルール、施策設計資料、

公開可能範囲のKPI/レポート等

ドラフト版作成時点までに収集

（公開可能部分に限定）。

提供資料・画面閲覧により収集。

各社：複数点 制度・運用・機能の裏取り／概念化補

助（エビデンスチェーン強化）

二次資料 A/B/C 公開資料 公開年次報告（統合報告書・

IR）、各社公式サイト、

コミュニティ記述等

調査時点で入手可能な範囲。

文献・ウェブ閲覧により収集。

各社：複数件 公式な目的・制度・KPI・組織構造の

把握／一次資料との突合せ
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4. 国内食品企業 3 社の事例 

A 社は登録者 130 万人超、アクティブ率 20％以上の大規模会員基盤と購買データを活用

し、ブランド単位のファンコミュニティと全社共通会員プログラムを統合する「ハイブリッ

ド共創」を展開する。参加者固定化や購買実態が見えない等の課題を契機に、共通 ID へ統

合し、参加履歴と購買履歴を結び付けた。ゲーティングによる選抜や名誉と承認の設計、全

国規模のファンミーティング等オフライン体験の量産、ファンを準社員的に運営側へ招き

入れる共生産体験、体験参加前後の購買変化を追跡しようとする測定志向の組合せが特徴

である。一方で、社内外を巻き込む調整が連鎖し、顔の見える調整役のバウンダリースパナ

ーに負荷が集中しやすい。 

 B 社は、レシピ起点の自社メディアを⾧期関係構築システムとして再定義し、登録者 100

万人超、月間来訪者約 900 万人の大規模会員基盤を活用したコミュニティを顧客に向き合

う象徴と位置付けた。オープンなブランド別コミュニティと、選抜コアユーザーと共創する

鍵付きルームを併設する多層設計、常設コミュニティから日常の声を継続回収し、単発調査

で捉えにくい利用文脈や、感覚の変化を追う学習システム化とベータテスト、D2C を組み

合わせた実験場、VOC ダッシュボード等で顧客の声に触れ続ける可視化が特徴である。価

値獲得は単一施策の売上ではなく、共通 ID で複数タッチポイントを束ね、顧客単位の LTV

で回収する設計思想として語られる。他方、控えめなファン気質やユーザー間摩擦、DM 等

トラブルを前提にしたガバナンスと距離感調整の運用コストが継続的に生じる。 

 C 社は登録者約 7.5 万人、アクティブ率 10％以下の中小規模コミュニティで、コア顧客

2.5%が売上の約３割という購買集中をデータで把握したことを契機に、コア顧客との継続

的な関係強化を目的として立ち上げられた。トマト苗の栽培等の⾧期体験を核に、愛着や会

話、記憶等の情緒価値を蓄積し、思い出や紹介経験を引き出す質問設計で物語を資源化し、

マーケティングや商品構想へ還元する試みを行う。一方、コミュニティや通販、工場見学等

の ID 統合が未整備なことや、トマト苗の栽培体験で季節性の山と谷があることによる、顧

客との通年の関係維持およびサイト回遊率の向上が課題である。 

 

表 4. 国内食品共創コミュニティ 3 社の概要比較 

 
（著者が作成） 
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5. 考察 

３社比較から導かれる知見は、(1)共創コミュニティがまず生み出す中心的価値が、体験

共創を通じた関係価値であり、非財務価値が先行して向上すること、(2)非財務価値を財務

価値へつなげるには相互作用を、「データや指標と意思決定」に変換するプロセスが必要で、

その成熟度が価値獲得の差を生むこと、(3)規模が大きいほど運営負荷と代表性問題が不可

避で、コアユーザーの名誉や承認と、権限移譲等の役割設計および選抜のゲーティングがス

ケール化の必要条件となること、(4)変換を媒介するバウンダリースパナーは有効も、属人

化や感情労働、工数集中のコストを伴い、役割分散と手順化が同時に求められることである。 

 変換プロセスは「回収—結合—実装」として整理できる。回収は VOC や物語、学びを再

利用可能なデータとして集めることであり、結合は共通 ID を軸に参加履歴と購買や利用デ

ータを紐づけ、参加群と非参加群の差や時系列で説明可能にすること、実装は洞察を開発や

用途提案、CRM、D2C、現場オペレーションへ落とし込み、会議体や KPI、予算配分等の

意思決定に組み込むことである。 

変換プロセスの回収が豊かでも、結合や実装が弱い場合、価値は語りとして厚くても資源

配分の議論で不利となり、継続性が揺らぎやすい。逆に制度化が進むほど、共創は「良い活

動」から「投資として正当化できる経営システム」に位置づけが上がり、可視化—正当化—

投資—体験共創強化の自己増幅ループが成立しやすい。境界条件として、(a)共通 ID や購買

データ等の結合可能性、(b)洞察の受け皿となる実装の場、(c)共創を守るガバナンスの有無

が挙げられる。 

 

図 5.1 データドリブン及び体験共創全体の変換プロセス関連図 

 
（著者が作成） 
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 成熟を時系列で見ると、(I)母集団形成、(II)非財務価値の安定生成、(III)変換プロセスの

制度化の三段階で整理できる。成熟の到達様式としては、オフラインを含む強い体験共創を

中核に、コアファンを準社員的に運営側に招き入れ、購買証跡と会員基盤で購買波及を可視

化し、LTV/ROI で投資再配分へ繋げる「可視化・投資再配分型」の A 社型と、常設コミュ

ニティに流入する日常の声を探索学習として回収し、鍵付きルームでの共創、ベータテスト

と D2C チャネルを組み合わせ、CRM ポートフォリオとして LTV 回収する「関係性基盤・

探索学習型」の B 社型が本研究では観察された。C 社は栽培体験を核に(II)の厚みを持つ一

方、ID 統合や共創活動の可視化、組織横断実装の変換プロセスの整備が進むことで、(III)

のいずれかの類型に近づくことが可能と考える。成熟は規模の単純な関数ではなく、体験共

創の設計と変換プロセス制度化の組合せで決まる。 

 

図 5.2 A/B 型の成熟モデル 

 

（著者が作成） 

 

6. 結論と今後の展望 

本研究は、体験共創が非財務価値を高め、①回収—②結合—③実装の変換プロセスを介し

て購買や継続、LTV 等の財務価値へつながり、財務価値への変換が進むほど共創が投資と

して正当化され、プラットフォームが成熟するという循環統合モデルを提示する。 

学術的貢献は、価値獲得を非財務価値から財務価値への「変換プロセス」として中心課題

化し、共創の有効性を成果の有無ではなく、変換設計の成熟度として捉える枠組みを提示し

た点、体験共創を中核とするプラットフォームマネジメントを「仕組みの束」として概念化

した点、バウンダリースパナーの効果とコストの両義性を、変換や実装メカニズムに内包し、

共創の橋渡しの制度化課題として提示した点である。 
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 実務的含意として、共創を継続投資可能な経営システムにするには、①立上げ段階から共

通 ID や購買履歴、参加履歴、洞察の回収先を事前定義して測定と実装を織り込むこと、②

参加者関与を多層化してコアユーザーを共創パートナー化すること、③オンライン／オフ

ライン連動で、同じ側に立つ体験を反復可能に設計すること、④RACI 等で役割明確化し、

依頼や合意、フィードバックをテンプレート化して、橋渡し役の代替要員育成により負荷分

散することが重要である。さらに、エンゲージメントや学習の蓄積、相互作用などの先行指

標を設計し、購買頻度や継続、LTV 等の財務指標との関係を時系列で追える KPI 体系につ

なげることが、共創の部門横断連携と投資判断を支える。 

 最後に限界として、対象が国内食品企業 3 社の質的データ中心であるため、一般化には

条件整理が必要で、顧客データを同粒度で扱う分析や因果推論的効果測定は後続課題。また

顧客参加動機や意味づけ変化の追跡調査、行動ログ分析の併用が望ましい。今後は B2B 領

域における体験共創の概念拡張や、バウンダリースパナーの効果とコストを同時に測定す

る枠組みの精緻化、変換プロセスを組織能力として定義し、成熟条件を検証する研究が求め

られる。 
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